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広報かさい　2014.10 月号

平成25年度の決算状況

　一般会計の決算額は、歳入 231 億
885 万円、歳出 228 億 6,384 万円、差
し引き 2 億 4,501 万円となりました。
この額から、翌年度へ繰り越すべき財
源 3,328 万円を差し引いた 2 億 1,173
万円が実質的な黒字です。
　特別会計・企業会計については、病
院事業以外は黒字となっています。病
院事業の赤字は、前年度比で約 5 千万
円削減しています。

■一般会計の歳入歳出
　対前年度比で、歳出歳入ともに約 40 億円（約 21％）の増加となりました。増加の主な要因は、緊急経済対策に伴う学
校教育施設の耐震化や環境整備等の大規模建設事業があります。これらの財源は主に国庫支出金と市債となっています。

■主に実施した施策

12 月に完成した宇仁小学校の新校舎 3 月に完成した北条長線（総延長約 5.4km） 平均 50 人 / 日が訪れるふるさとハローワーク

幹線道路などの整備、補修および通
学路の安全対策を実施（土木費）／
3 億 4,183 万円

就労支援を図るため、1 月に開設し
た「ふるさとハローワーク」の運営

（労働費）／ 606 万円

小・中・特別支援学校の耐震工事、
空調・太陽光発電設備、トイレ改修

（教育費）／ 32 億 1,684 万円

　　会計種別 歳入 歳出 収支
一般会計 231 億 885 万円 228 億 6,384 万円 2 億 4,501 万円

特
別
会
計

国民健康保険 52 億 4,781 万円 51 億 9,983 万円 4,798 万円
介護保険 40 億 3,848 万円 40 億 3,213 万円 635 万円
後期高齢者医療 5 億 433 万円 5 億 348 万円 85 万円
公園墓地整備事業 5,828 万円 349 万円 5,479 万円

企
業
会
計

水道事業 10 億 6,589 万円 10 億 1,349 万円 5,240 万円
下水道事業 19 億 6,911 万円 19 億 1,596 万円 5,315 万円
病院事業 57 億 5,945 万円 60 億 4,741 万円 ▲ 2 億 8,796 万円
農業共済事業 9,472 万円 9,452 万円 20 万円
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市税（市民税、固定資産税等）

市債（市の借金）

地方交付税
（地方財源を調整する国の交付金）

国庫支出金
（使い道を限定された国の交付金）

県支出金
（使い道を限定された県の交付金）

諸収入（貸付金元利収入等）

地方消費税交付金
（消費税のうち地方配分金）

その他
（各種交付金、繰越金、寄附金等）

民生費【11.4 万円】
（高齢者・子どもの福祉等）

教育費【11.4 万円】
（学校教育・施設等）

衛生費【5.5 万円】
（健康の保持、ゴミ・し尿処理等）

公債費【3.9 万円】
（借金の返済や利子の支払い等）

諸支出金【3.7 万円】
（公社貸付金、基金への積立等）

土木費【3.7 万円】
（道路、市営住宅の維持管理等）

総務費【3.6 万円】
（戸籍、徴税、防犯対策等）

農林水産業費【2.8 万円】
（農業振興、山林の管理費）

その他【3.6 万円】
（消防・商工・労働・議会等）

【市民一人あたり 49 万 5,521 円】
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行財政改革プランに対する意見募集

閲覧場所／人口増政策課（市役所 3 階）、公民館、地域
交流センター※市ホームページからでも閲覧できます。
募集期間／ 10 月 10 日（金）まで
意見提出方法／市ホームページまたは閲覧場所にある

「意見用紙」を提出してください。

【問合先】　人口増政策課（企画調整係）☎㊷8700　℻㊸1800　jinko@city.kasai.lg.jp

　財政支出を抑制しながら進めてきた「加西市行財政改
革プラン」の進捗や内容について、平成 25 年度決算が
確定し、評価・検証を行った結果を公表します。
　次期（平成 26 ～ 28 年度）行財政改革プランを策定
するにあたり、ご意見をお寄せください。

【問合先】　財政課（財政係）☎㊷8710　※詳しくは市ホームページに掲載していますのでご覧ください。

■基金残高（預金）と市債残高（借金）の状況

　基金残高は、平成 21 年度以降増加し、35 億 2 千万円
になりました。主に、災害や経済不況などの予測しがた
い財政負担に備えて積み立てています。市民一人あたり
に計算すると、8 万円の貯金となります。

　市債残高は、平成 15 年度をピークに毎年減少してき
ましたが、平成 25 年度は、438 億円（対前年度比 17 億
3 千万円増）になりました。市民一人あたりに計算すると、
95 万円の借金となります。

　平成 18 年度から計画的に公債費負担の軽減を図っ
てきたため、財政の健全化を判断する 4 つの比率はす
べて健全です。
　平成 25 年度決算時点の実質公債費比率は、償還額
の減少等から 14.2%（1.6 ポイント改善）となりまし
ました。また、将来負担比率は、基金残高の増加など
から、74.5%（3.9 ポイント改善）となりました。

■財政の健全化判断比率の状況

25 年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率（一般会計の赤
字額から財政運営の深刻度）

赤字額なし
（ △ 2.26% ）

13.08% 20.0%

②連結実質赤字比率（全会計の
赤字額から財政運営の深刻度）

赤字額なし
（ △ 20.28% ）

18.08% 30.0%

③実質公債費比率（借金の返済
額等から資金繰りの危険度）

14.2% 25.0% 35.0%

④将来負担比率（借金の残高か
ら将来財政への圧迫度）

74.5% 350.0% ―

■財政の健全化判断比率
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子どもたちが安心して学校生活を過ごせ
るよう、耐震化や環境整備などの大規模
建設事業を行いました。平成 25 年度に
行うことで、国の臨時交付金等の財源優
遇措置を受けることができます。

グラウンドゴルフとフットサルに使用で
きる人工芝の多目的グラウンドが 3 月に
完成


	全ページ-02
	全ページ-03

